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【東京女子医科大学東医療センターの基本情報】 

 

医療機関名：東京女子医科大学東医療センター 

 

開設主体：学校法人 東京女子医科大学 

 

所在地：東京都荒川区西尾久２丁目１番１０号 

 

 

許可病床数：４５０床 ※平成２９年１０月現在 

（病床の種別）一般病床 ４５０床 

 

（病床機能別）１号館４階   ５６床  高度急性期機能 

       １号館５階   ３７床   高度急性期機能 

       東病棟２階Ａ  ５６床   高度急性期機能 

       東病棟３階Ａ  ５６床   高度急性期機能 

       東病棟３階Ｂ  ５４床   高度急性期機能 

       東病棟４階Ａ  ５８床   高度急性期機能 

       東病棟４階Ｂ  ３７床   高度急性期機能 

       東病棟５階Ａ  ３５床   高度急性期機能 

       救命ＩＣＵ   ２０床  高度急性期機能 

       ＩＣＵ      ６床   高度急性期機能 

       ＮＩＣＵ      ９床   高度急性期機能 

       ＧＣＵ     １８床   高度急性期機能 

       ＳＣＵ      ８床   高度急性期機能 

 

 

稼働病床数：４５０床 

（病床の種別）同上 

 

（病床機能別）同上 

 

 

  診療科目：内科、心療内科、精神科、神経内科、内視鏡内科、呼吸器内科、消化器内科、 

循環器内科、リウマチ科、小児科、外科、整形外科、形成外科、美容外科、 

脳神経外科、呼吸器外科、心臓血管外科、消化器外科、乳腺外科、皮膚科、 

泌尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、放射線科、臨床検査科、麻酔科、 

歯科、歯科口腔外科、病理診断科、リハビリテーション科、救急科 

 

職員数：１０４２名 ※平成２９年４月１日現在 

・医師   ：３１０名 

・看護職員 ：４４７名 

・医療技術職：１４１名 

・事務職員 ：１０１名 

・その他  ： ４３名 
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【１．現状と課題】 

①  構想区域の現状 
  
 １）都の政策動向 

ア．地域医療構想の策定 

各都道府県は国が示す地域医療構想策定ガイドラインに基づき、構想区域ごとの将来的な医

療需要と供給量を示した「地域医療構想」を策定しており、この構想に基づき各医療機関の

病床機能の分化と連携を図ることとなる。今後、各医療機関は病棟単位で病床機能を選択し

た上で、機能に応じた患者の集約や必要な体制の構築などを検討することが求められる。 

地域完結型の医療の提供においては、それぞれが機能分担・連携を図り、その役割を果たす

ことが重要になる。 

イ．東京都地域医療構想における区東北部区域（荒川区、足立区、葛飾区）の将来患者需要 

東京都地域医療構想（平成２８年７月）では、平成３７年（２０２５年）における区東北部

区域の患者数、必要病床数等を次のように推計するとともに同区域の特徴をあげている。 

 

(ア)２０２５年における４機能ごとの流出入の推計 

４つの病床機能ごとの流出入の状況は次のように推計されている。 

自区域（区東北部区域）完結率は、高度急性期４７.６％、急性期６２.０％、回復期６８.

３％、慢性期６６.５％と高度急性期が低い値となっている。高度急性期の流出先としては

区中央部が約５５％となっている。 
（単位： 人／日） 

 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計 

患者住所地 ９９４.５ ３１５６.９ ３４０４.５ ２０８５.７ ９６４１.６ 

医療機関所在地 ６２７.５ ２４６５.７ ３０３２.７ ２１５９.４ ８２８５.３ 

自圏域完結率 ４７.６％ ６２.０％ ６８.３％ ６６.５％  

流入 １５４.１ ５０９.７ ７０８.０ ７７２.７  

区東部 ３８.１ １３８.２ １９２.５ ２７５.４  

埼・東部 ２３.１ ８６.９ １１８.９   

区中央部   ８５.６ １１５.６  

区西北部 １７.３ ５４.３  １０５.４  

流出 ５２１.１ １２００.９ １０７９.８ ６９９.１  

区中央部 ２８８.４ ５９７.４ ４１４.３   

区東部 ５７.８ １７１.３ １８１.１   

区西北部 ５０.７ １２７.９ １２４.２ １０９.８  

埼・東部    ９３.１  

千・東葛北部    ６４.９  

(イ)病床数の必要量 

医療機関施設所在地ベースの考え方に基づき,将来の必要量は次のように推計されている。 

上２段が地域医療構想における推計値、下段（※印）が病床機能報告値である。単純に過

不足状況を比較すると高度急性期・回復期・慢性期の病床は不足、急性期病床が過剰とい

うこととなり、今後病床種別の再編が進むと予測される。 
（患者数：人／日、病床：床） 
 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 合計※２ 

患者数 ６２８ ２,４６６ ３,０３３ ２,１５９ ８,２８６ 

病床数 ８３７ ３,１６２ ３,３７０ ２,３４７ ９,７１６ 

既存病床数

※１ 
４９６ ５,２４９ ７９７ ２,７１４ ９,２５６ 

過不足 △３４１ ２,０８７ △２,５７３ ３６７ △４６０ 

※１：平成２６年度病床機能報告（自己申告）結果より 

※２：合計は引用者が記載 
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また、在宅医療等の患者数は１９,２２７人／日と推計されている。 
（人／日） 

  

在宅医療等 （再掲） 

訪問診療のみ 

患者数 １９,２２７ １４,２６６ 

なお、医療機関所在地ベースの年齢区分別の患者数は次のように推計されており６４歳

以下は減少傾向をたどり、６５歳以上は増加傾向を示している。総数では２０３０年ま

で増加し以降は横ばいとなる。６５歳以上の高齢者の医療需要は当面拡大基調を示すこ

とが予測される。 

 
 

 
                                                ＜患者住所地ベースの医療需要推計(入院患者数)＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   また、主要疾患別の伸び率（２０２５年）では大腿骨骨折、成人肺炎などが大きくなっ

ている。 

区東北部区域完結率は「がん疾病」が３４.７％と低値で、区域内においての拡充が望ま

れる領域といえる。 

 

主要疾患別にみた患者の伸び率と区東北部区域完結率（２０２５年） 

 がん 脳卒中 成人肺炎 大腿骨骨折 

患者伸び率 １１４.３％ １２６.８％ １４０.８％ １５２.８％ 

区東北部区域完結率 ３４.７％ ７０.９％ ７９.４％ ７１.４％ 

伸び率は２０１３年に対する２０２５年の値（医療機関所在地ベース） 

 

 

(ウ)区東北部区域の特徴 

区東北部区域の特徴として次をあげている。 

 

a．高度急性期機能 

・区東北部区域完結率は４７.６％と島しょを除く都内構想区域で最も低いが、都内隣接

区域（区中央部、区西北部、区東部）を含むと８７.５％と高い。 

・区中央部への流出が多く、流出患者の５割を超える。 

（平成 25年） （平成 37年） （平成 42年） （平成 47年） （平成 52年） 

（平成 37年） （平成 42年） （平成 47年） （平成 52年） 
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b．急性期機能 

・区東北部区域完結率は６２.０％だが、都内隣接区域を含むと９０.４％と高い。 

・高度急性期機能から引き続き入院している患者も含めて、区中央部への流出が多く、

流出患者の約半数を占める。 

C．回復期機能 

・区東北部区域完結率は６８.３％で、都内隣接区域を含むと８９.４％と高い。 

・人口１０万人あたりの回復期リハビリテーション病床数は都平均の約１.２倍あるが、

絶対量が著しく低い（２,５７３床不足）。 

・流出先・流入元は高度急性期機能・急性期機能と同様の傾向にあり、特に高度急性期

機能から引き続き入院している患者も含めて区中央部への流出が多い。 

ｄ.慢性期機能 

・区東北部区域完結率は６６.５％と区部で最も高く、都内隣接区域を含むと７６.１％

で、同じく区部で最も高い。 

・人口１０万人あたりの障害者施設等入院基本料を算定している病床は、都平均の約１.

３倍、特殊疾患入院料を算定している病床は、都平均の約１.９倍となる。 

 

 

②  構想区域の課題 

1）区東北部保健医療圏の医療環境と東医療センターの現状 

(ア)区東北部保健医療圏の医療需給状況の変化予測 

a．区東北部保健医療圏の将来推計人口 

・区東北部保健医療圏の将来推計人口は２０１５年から２０４０年にかけて、年少人口

は３４.３％、生産年齢人口は２５％減少し、一方、老年人口は１４.２％増加し総数

では１６.４％減少すると推計されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b．区東北部保健医療圏の将来推計入院患者数 

・区東北部保健医療圏の入院患者数は、人口が減少するものの有病者割合の高い老年人

口の増加により、患者数は増加傾向となる。ただし、当面は入院患者の平均在院日数

の短縮化が進むことから、おおむね２０２５年前後までは、在院日数短縮による病床

回転率の向上効果から、入院に要する一般病床対象患者数は現状維持で推移すること

が推計される。２０２５年以降については上昇に転じ、しばらくは入院患者数の微増

が予測される。また、療養病床（医療保険適用病床＋介護保険適用病床*1）対象患者

は、２０２５年、２０３０年までは微増状態が続くと推計される。 

 

 

 

出典：国立社会保障・人口問題研究所 

154,546 144,951 130,293 116,785 108,091 101,596 

831,431 803,877 784,175 
747,334 

691,250 
623,482 

326,714 334,513 329,439 334,195 
349,958 

373,140 

11.8% 11.3% 10.5% 9.7% 9.4% 9.3%

63.3% 62.6% 63.0% 62.4% 60.1%
56.8%

24.9% 26.1% 26.5% 27.9%
30.4% 34.0%
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10%

20%

30%

40%

50%
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70%

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

2015年

（平成27年）
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（平成32年）
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（平成37年）
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（平成42年）

2035年

（平成47年）

2040年

（平成52年）

（人） 区東北部保健医療圏の将来推計人口

年少人口 生産年齢人口 老年人口

年少人口割合（％） 生産年齢人口割合（％） 老年人口割合（％）



6 

 

がん 脳卒中 成人肺炎 大腿骨骨折

患者伸び率 114.30% 126.80% 140.80% 152.80%

区東北部区域

完結率
34.70% 70.90% 79.40% 71.40%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）将来推計人口に受療率（平成２６年患者調査）を乗じて入院患者数を推計し、

２０２０年、２０２５年の一般病床推計値については、在院日数短縮化率０.９（

医療法施行規則の一部を改正する省令等の施行について（医政発一二〇七〇〇四））

をそれぞれに乗じて患者数を推計した。療養病床は、在院日数短縮率は適用して

いない。なお療養病床のうち、介護保険適用病床については平成２９年３月に廃

止の予定であるが、推計値上では存続させた。 

 

(イ)高度急性期病床の不足 

    東京都地域医療構想（以下、地域医療構想という）に示された 2025年区東北部保健医

療圏（足立・荒川・葛飾区）の病床区分では高度急性期、回復期病床の不足が予測さ

れる(下表：△が不足)。一方、在宅医療等の患者数は都報告書にて 19,227人/日と推

計されている。また、高度急性期機能の自構想区域完結率は同報告で 47.6%と推計さ

れており、島しょを除く都内各区域では最も低い値である。 

     
 

   (ウ)区東北部医療圏の将来疾病別患者数予測 

    地域医療構想では主要疾病別の伸び率（2025年の対 2013 年）において大腿骨骨折、

成人肺炎などが大きくなっている。また、区東北部区域の地域医療の完結率は「がん」

が 34.7%と低い。同区域内での「がん疾病」への医療提供及び、拡充が望まれる。 

 

  

厚生労働省 患者調査（平成２６年度）値を加工 

6,332 6,033
6,262 6,940 6,817 6,883

1,895 2,036 2,135 2,128 2,085 2,113

520 560 587 586 574 582

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

2015年

（平成27年）

2020年

（平成32年）

2025年

（平成37年）

2030年

（平成42年）

2035年

（平成47年）

2040年

（平成52年）

（人/日）

一般病床と療養病床の対象となる１日当たり推計患者数

（V 「精神及び行動の障害」を除く）

一般病床（在院日数短縮率0.9を考慮） 療養病床（医療保険適用病床）

療養病床（介護保険適用病床）
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③  自施設の現状 

 

１）理念 

 １．「至誠と愛」の心をもって患者様に接します。 

２．最善の医療を実践し、社会に貢献します。 

３．全人的医療人を育成します。 

 

２）基本方針 

１．高度で良質な医療を提供します。 

２．地域の医療機関、福祉施設、及び自治体と協力して住民の健康に関する問題解決 

のための活動を分担します。 

３．臨床医学・医療の各分野において、社会の要請に応じた体制を整備し、必要な技 

術・技能を統合して医療を実践します。 

４．学生教育、臨床専門職の卒後及び生涯研修の場として、創造的知性と豊かな人間 

性を有する医療人を育成します。 

５．臨床医学の研究および技術開発に努め、国際貢献を図り、広く人類の健康保持・ 

増進に関する学術と医療の発展に寄与します。 

 

３）診療実績 ※平成２９年９月実績 

  １．入院基本料：一般病棟入院基本料（７対１） 

  ２．平均在院日数：１０．１日 

３．病床稼働率：８３．６％ 

４．一日平均外来患者数：９７３人 

５．一日平均入院患者数：３７６人 

６．手術件数：３，８９７件（平成２８年度） 

 

４）職員数 ※平成２９年４月１日現在 

  医師３１０名、看護職員４４７名、医療技術職１４１名、事務職員１０１名、 

その他４３名  

 

５）特徴 

当院は、区東北部二次保健医療圏（荒川区・足立区・葛飾区）の中核病院としての側面

と大学附属病院として高度医療を担うという二つの機能を有している。特に、高度急性

期医療、周産期医療、がん診療、三次救急医療等に注力している。また、本学の理念で

ある「至誠と愛」のもとに、医学生、看護学生、研修医を教育・育成をおこなっている。 

     

１．地域医療支援病院 

２．救命救急センター 

３．救急告示医療機関 

４．東京都指定二次救急医療期間 

５．地域がん診療病院 

６．東京都脳卒中急性期医療機関 

７．地域周産期母子医療センター 

８．東京都肝臓専門医療機関 

９．神経難病医療ネットワーク事業拠点病院 

１０．東京都ＣＣＵ連絡協議会加盟施設 

１１．地域災害拠点中核病院 

１２．東京ＤＭＡＴ指定病院 

１３．臨床研修指定病院 
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１４．臨床修練指定病院   

 

６）政策医療への取り組み状況（５疾病・５事業 等） 

国の政策医療（５疾病）に関して、「がん」については、地域がん診療病院、「脳卒中」は、

東京都脳卒中急性期医療機関、「急性心筋梗塞」は、東京都ＣＣＵ連絡協議会加盟施設、「

糖尿病」は、東京都糖尿病医療連携推進事業の受託等、東京都の認可・指定等を受け積極

的に取り組んでいる。また５事業についても、「救命救急センター」、「地域周産期医療セン

ター」、「小児医療」に注力している。「災害時における医療」は、区東北部の地域災害拠点

中核病院および東京ＤＭＡＴ指定病院として、東京都、３区（荒川・足立・葛飾）、３師会

（医師・歯科医師・薬剤師）、消防署、警察署等と合同防災訓練を実施し、横断的な連携を

図り、有事の際に備え体制強化に努めている。 

 

 

④  自施設の課題 

1）当院の立地状況 

（ア）交通インフラ 

・公共交通機関によるアクセスについては必ずしも利便性が良いとは言えない。 

最寄りの公共交通機関は、都電荒川線となり「宮ノ前」下車にて当院まで徒歩約３分、

日暮里・舎人ライナー「熊野前」下車では徒歩約５分の位置にある。ＪＲ利用では、田

端駅北口よりタクシーで約５分、王子駅からは同約１０分の時間を要する。 

車でのアクセスについても、病院の前面道路幅員が５～６ｍの一方通行道路で、道路の

狭隘状況から通学時間帯は車両通行止め規制もあり、１，０００人以上の外来患者を迎

える病院としての立地状況は良くない。 

 

 （イ）災害時における被災確率 

・当院地区（西尾久２丁目）は地震の揺れを増幅する軟らかい地盤（沖積低地）が多いこ

とに加え、市街化が早くから進み、古い木造建物が多く存在していることから建物倒壊

危険度、火災危険度、総合危険度がランクとしては最も高い「５」であり、当院地区は

被災確率が高く地域災害拠点病院としての当院としての建設立地としては好ましくない。

なお、東病棟付近から東側の東尾久５丁目周辺は「４」ランクとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （ウ）災害時における病院機能の維持と受け入れ機能 

荒川１丁目 沖積低地４ 4 4 4 4 4 4
荒川２丁目 沖積低地４ 5 5 5 5 5 5
荒川３丁目 沖積低地３ 4 5 5 5 5 5
荒川４丁目 沖積低地３ 4 4 5 5 5 5
荒川５丁目 沖積低地３ 4 5 5 4 4 4
荒川６丁目 沖積低地３ 5 5 5 5 5 5
荒川７丁目 沖積低地４ 4 4 4 4 4 4
荒川８丁目 沖積低地４ 2 2 2 2 2 2
西尾久１丁目 沖積低地２ 5 5 5 4 4 4
西尾久２丁目 沖積低地３ 5 5 5 5 5 5
西尾久３丁目 沖積低地３ 3 3 4 4 4 4
西尾久４丁目 沖積低地２ 3 4 4 3 3 3
西尾久５丁目 沖積低地３ 5 5 5 5 5 5
西尾久６丁目 沖積低地３ 4 4 4 5 5 5
西尾久７丁目 沖積低地３ 3 2 3 2 1 1
西尾久８丁目 沖積低地３ 3 3 3 3 3 3
（以下省略）
出典：東京都都市整備局（地震に関する地域危険度測定調査・第7回・平成25年9月公表)

建物倒

壊危険

度ランク

火災危
険度ラ
ンク

総合危
険度ラ
ンク

地盤分類町丁目名

地域危険度一覧表（凡例　　５：最高ランク～１：低ランク）
災害時活動困難度を考
慮した危険度ランク

総合危
険度

火災危
険度

建物倒

壊危険

度
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・当院地区は、上記の高ランクの危険度に加え、荒川が氾濫した場合には、洪水により約

３～５ｍの冠水が予測されており、災害時での医療活動は極めて困難であることが考え

られる（下図は荒川区編纂ハザードマップ）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2）当該敷地及び周辺での都市計画 

荒川区では地域住民との検討成果等を踏まえ、防災性と住 環境の向上を図るため、平成

２６年４月に「尾久中央地区計画（尾久中央地区東尾久五丁目、西尾久一・二丁目約３４．

５ヘクタール）」として都市計画決定を行った。２８年９月には風営法の改正に伴い、建築

物等の用途制限の整合を図るため、同計画の変更（荒川区告示第313号）がなされ現在に至

っている。この計画では当院の敷地およびその周辺は「複合住宅地区」に指定されており、

荒川区都市計画図（下図）では都市計画公園・緑地の地区計画になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3）施設の現状 

最も古い一号館の耐震性不足をはじめ比較的新しい東病棟も含めほとんどの建物で施設の

老朽化、各設備機器の劣化及び狭隘化が進み、建替えの時期が到来している。 

 

 4）当院の整備の方向性 

当院の立地上の課題、問題点や荒川区都市計画等の行政側の当該地域に対する将来計画及

び、当院建物の老朽化、耐震性の不足、狭隘化の状況から、今後から将来にわたり区東北

部保健医療圏（二次医療圏）内における災害、救急医療提供の役割、医育機関としての高

度な医療内容と地域住民への医療提供機能が十分発揮できないと思慮され、当院が現在地

において建替えを行う可能性は極めて低い。 

（出典：荒川区都市計画図：平成２７年１０月）
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そのために当院にとって施設整備計画は同一二次医療圏内の当該敷地以外の地域における

敷地への移転、建替え方式による病院整備を進めることが必要となっている。 

 

【２．今後の方針】 ※ １．①～④を踏まえた、具体的な方針について記載 

 

①  地域において今後担うべき役割 

 

 

1）地域における役割と使命 

区東北部保健医療圏の基幹病院として区民及び周辺の方々の生命と健康を守るために、良

質で安全な患者中心の医療を提供する。さらに、東京女子医科大学の病院として教育・研

究とその社会的適応としての総合的な医療を提供し、地域医療に貢献する。 

   

（ア） 大学附属病院にふさわしい先進的、かつ高度で良質な医療を提供する。 

（イ）足立区および､周辺地域の医療機関、福祉施設、自治体と協力して住民の健康に関する

問題解決のため活動を分担する。 

（エ）地域医療支援病院として地域医療の要としてかかりつけ医、かかりつけ歯科医を支援

する。 

（オ）災害時においては地域災害拠点中核病院としての役割を果たす。 

（カ）臨床医学･医療の各分野において社会の要請に応じた体制を整備し必要な技術･技能を

統合した医療を実践する。 

（キ）学生教育、臨床専門職の卒後及び生涯研修の場として、創造的知性と豊かな人間性を

有する医療人を育成する。 

（ク）臨床医学研究･技術開発に努め、広く健康保持･増進に関する学術と医療の発展に寄与

する。 

 

2）医療機能 

地域医療と医育機関として基本となる総合診療基盤としての医療機能に加え高度専門医療、

三次救急病院、地域災害拠点中核病院、周産期母子医療センター、がん治療センター機能、

地域医療連携機能、臨床研修・教育・臨床研究機能とする。 

 

（ア）高度急性期医療 

高度急性期医療に重点を置き「急性疾患」及び「慢性疾患の発病初期」の診断と治療、「慢

性疾患の急性増悪時や合併症発症初期」の治療に対応し、患者の状態に適した治療を提供

できるような体制を整備する。また、体に負担の少ない低侵襲治療を積極的に取り入れる。 

医療が急速に高度化、複雑化している中で、各科の連携、多職種の連携によるチーム医療

が重要となる。各診療科・部門が協働して一人の患者を診療することで、より質の高い医

療を提供する。 

ＤＰＣⅡ群病院として常に医療の質を高め、患者の負担軽減のために入院期間を短縮する

など、早期社会復帰に向けた安心・安全・質の高い医療を提供し続ける。 

 

（イ）三次救急医療 

救命救急センター機能を有する。 

東京都区東北部(荒川区・足立区・葛飾区：人口１４０万人)の救命救急センター(救急医療

の最後の砦)として三次救急患者(最重症)の救急診療・集中治療を中心に診療を行う。 

 

（ウ）災害拠点中核病院 

東京都指定「地域災害拠点中核病院」機能を有する。 

地域災害拠点中核病院として災害時における地域への診療提供を運営面・施設面において

充実させ、安全で安心の拠り所となる役割を果たす。 
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（エ）総合周産期母子医療センター 

東京都指定「総合周産期母子医療センター」機能を目指す。 

産科及び周産期新生児診療部が連携し、総合周産期母子医療センターとして区東北部保健

医療圏の産科拠点病院としての産科救急への積極的な対応など、周産期医療、産科医療の

中心的な役割を果たす。 

 

(オ) 地域がん診療連携拠点病院 

地域がん診療連携拠点病院を目指す。 

 

   (カ) 地域医療連携機能 

地域医療支援病院として地域医療連携を推進し地域完結型の医療を実践するため、地域の

医療機関とのコミュニケーションを図る。地域３師会（医師会、歯科医師会、薬剤師会）

との協調を図り医療・介護・福祉施設とのネットワークを構築する。 

 

 

  (キ) 臨床研修・教育・臨床研究機能 

医学生・研修医の教育・育成機関として院内に卒後臨床研修センターを設置する。初期臨

床研修医に対しては「実践的で実力の伴うプライマリーケアドクターの育成」を目標に、

救急医療研修にも重点を置く。また、在宅医療部を通じて地域医療の“リアル”を体験で

きる研修を行う。 

 

②  今後持つべき病床機能 

 

   総合周産期のためＭＦＩＣＵ設置を目指す。 

   

 

③  その他見直すべき点 

 

 

 

 

【３．具体的な計画】 ※ ２．①～③を踏まえた具体的な計画について記載 

 

① ４機能ごとの病床のあり方について 

 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（平成28年度病床機能報告） 

 将来 

（2025年度） 

高度急性期 495  450 

急性期    

回復期  →  

慢性期    

（合計） 495  450 

 

 ・新病院においても高度急性期病院を目指すため、平成29年8月に病床数の見直しを行い 

495床から450床に減床した。 

  

 ＜年次スケジュール＞ 
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 取組内容 到達目標 （参考） 

関連施策等 

2017年度 

 

 

 

 

〇具体的な病床計画を策定 

 

 

 

 

 

 

 

〇基本構想策定 

〇基本計画・基本設計の着手 

〇基本設計策定 

 

2018年度 

 

 

 

 

〇病床計画に基づく病院設

計の策定 

〇施工業者の選定・発注 

 

 

 

 

 

 

〇実施設計策定 

〇2018年度中に新病院工事着工 

 

 

2019～2020

年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

2021～2023

年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇2021年度に新病院開院 

 

 

第

７

次

医

療

計

画 

第７期 

介護保険 

事業計画 

２
年
間
程
度
で 

集
中
的
な
検
討
を
促
進 

第８期 

介護保険 

事業計画 
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② 診療科の見直しについて 

 検討の上、見直さない場合には、記載は不要とする。 

 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（本プラン策定時点） 

 将来 

（2025年度） 

維持 

内科、心療内科、精神科、神経内

科、内視鏡内科、呼吸器内科、消

化器内科、循環器内科、リウマチ

科、小児科、外科、整形外科、形

成外科、美容外科、脳神経外科、

呼吸器外科、心臓血管外科、消化

器外科、乳腺外科、皮膚科、泌尿

器科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉

科、放射線科、臨床検査科、麻酔

科、歯科、歯科口腔外科、病理診

断科、リハビリテーション科、救

急科 

→ 

標榜診療科目は以下の現行診療

科（官公庁への届出診療科３２

科）を継続予定である。 

なお、 

 

新設  → 

下記診療科開設を検討する。 

腎臓内科、内分泌内科、糖尿病

内科、代謝内科、血液内科、ア

レルギー疾患内科、感染症内科

、老年内科 

廃止 

 

→  

変更・統合 

 

→ 

 

 

 

③ その他の数値目標について 

 

本学事業計画に基づき病院運営を行う 

 

＊地域医療介護総合確保基金を活用する可能性がある場合には、記載を必須とする。 


